
　 　

前
年
と
比
べ
る
と
８
件
減
少
し

て
い
ま
す
。
約
２
・
４
日
に
１
件

の
割
合
で
火
災
が
発
生
し
た
こ
と

に
な
り
ま
す
。

【
出
火
原
因
】主
な
出
火
原
因
別

に
み
る
と「
放
火
」が
30
件（
19
・

６
％
）、「
こ
ん
ろ
」が
22
件（
14
・

４
％
）、「
放
火
の
疑
い
」13
件（
８
・

５
％
）と
な
り
、「
放
火
」と「
放
火

の
疑
い
」を
合
わ
せ
る
と
、
43
件

と
な
っ
て
い
ま
す
。

【
住
宅
火
災
に
よ
る
死
者
】住
宅

火
災
に
よ
る
死
者
は
７
人（
前
年

比
４
人
増
）と
な
っ
て
い
ま
す
▼

住
宅
火
災
に
よ
る
死
者
を
な
く
す

た
め
に
、
住
宅
用
火
災
警
報
器
の

設
置
を
お
願
い
し
ま
す

　

前
年
と
比
べ
る
と
８
８
０
件
増

加
し
て
い
ま
す
。
ま
た
搬
送
人
員

は
２
万
１
４
２
９
人（
前
年
比
９ 

０
７
人
増
）。
こ
れ
は
、
１
日
平
均

63
・
１
件
で
、
22
分
48
秒
に
１
回

の
割
合
で
救
急
隊
が
出
場
し
、
市

民
の
24
人
に
１
人
が
救
急
隊
に
よ
っ

て
搬
送
さ
れ
た
こ
と
に
な
り
ま
す

▼
救
急
出
場
件
数
は
平
成
20
年
か

ら
連
続
し
て
増
加
し
て
い
ま
す
。
緊

急
を
要
す
る
人
の
た
め
に
、
救
急
車

の
適
正
な
利
用
を
お
願
い
し
ま
す

【
事
故
種
別
】救
急
出
場
件
数
を
事

故
種
別
ご
と
に
み
る
と
、「
急
病
」

１
万
４
０
４
５
件
、「
一
般
負
傷
」２ 

９
９
８
件
、「
交
通
事
故
」２
９
４
３

件
と
な
っ
て
お
り
、
こ
の
３
種
で

全
体
の
86
・
５
％
を
占
め
ま
す
。

【
傷
病
程
度
別
】傷
病
程
度
別
に

み
る
と
死
亡
、
重
症
お
よ
び
中
等

症
の
傷
病
者
は
８
３
４
５
人（
39
・

０
％
）で
入
院
加
療
を
必
要
と
し

な
い
軽
症
病
者
お
よ
び
そ
の
他
は

１
万
３
０
８
４
人（
61
・
０
％
）と

な
っ
て
い
ま
す
。

　

前
年
と
比
べ
る
と
10
件
増
加
し

て
い
ま
す
。
ま
た
事
故
種
別
で
最

も
多
い
の
は
、
そ
の
他
の
事
故
の

76
件
で
し
た
。

※
統
計
の
詳
細
は
市
ホ
ー
ム
ペ
ー

ジ
を
ご
覧
く
だ
さ
い

　

お
問
い
合
わ
せ
は
、火
災
に
つ
い
て
は
�
予
防
課
☎
926
９
２
４
７
・

�
926
９
１
６
３
、
救
急
・
救
助
に
つ
い
て
は
�
警
防
課
☎
926
９
２
２

７
・
�
926
９
１
８
８
へ

　

お
問
い
合
わ
せ
は
、
介
護
保
険
課
☎

948
６
８
４
０
・
�
934
０
８
１
５
へ

　介護保険制度は、40歳以上の皆さんに納めていただく保険料などによって
運営しています。今回、平成23年度の松山市介護保険利用状況をお知らせします。

介 護 保 険 の 大 切 な話介 護 保 険 の 大 切 な話
平成23年度　松山市の介護保険利用状況

　

本
市
の
65
歳
以
上
の
人
口
は
平

成
23
年
度
末
に
11
万
５
０
９
４
人

と
な
り
、
人
口
の
４
人
に
１
人
が

65
歳
以
上
の
高
齢
者
で
す
。

　

介
護
サ
ー
ビ
ス
な
ど
が
必
要
な

「
認
定
者
」
数
は
２
万
４
２
８
９

人
で
、
平
成
22
年
度
と
比
べ
て
約

１
０
０
０
人
増
え
て
い
ま
す
。
高

齢
化
が
一
層
進
み
、
介
護
サ
ー
ビ
ス

を
利
用
す
る
人
が
増
え
て
い
ま
す
。

　

介
護
保
険
事
業
の
財
源
内
訳
は
左
表
の

と
お
り
で
す
。
介
護
給
付
費
に
当
た
る
介

護
サ
ー
ビ
ス
の
費
用
負
担
は
利
用
者
が
１

割
を
負
担
し
、
残
り
の
９
割
を
左
表
の
と

お
り
負
担
し
ま
す
。
納
め
て
い
た
だ
く
保

険
料
が
事
業
運
営
の
大
切
な
財
源
で
す
。

安
定
的
な
制
度
運
営
の
た
め
、
期
限
内
に

納
付
を
お
願
い
し
ま
す
。

　

督
促
状
が
送
付
さ
れ
手
数
料
１
０
０
円

が
加
算
さ
れ
ま
す
。
ま
た
滞
納
す
る
と
介

護
サ
ー
ビ
ス
の
利
用
が
制
限
さ
れ
る
ほ

か
、
滞
納
が
続
く
と
差
し
押
さ
え
な
ど
の

対
象
に
な
り
ま
す
。

　

平
成
23
年
度
の
介
護
給
付
費
と
地
域
支
援
事
業
費
の
内
容
は
、

次
の
よ
う
に
な
っ
て
い
ま
す
。

　

要
介
護
お
よ
び
要
支
援
状
態
に
な
っ
た
場
合
に
、
入
浴
・
排

せ
つ
・
食
事
な
ど
の
介
護
が
必
要
な
人
を
支
援
す
る
サ
ー
ビ
ス

の
費
用

　

介
護
状
態
に
な
る
こ
と
の
予
防
や
要
介
護
状
態
で
も
、
可
能

な
限
り
自
立
で
き
る
よ
う
に
支
援
す
る
サ
ー
ビ
ス
の
費
用

利
用
者
の
増
加

１

費
用
の
内
訳
と
状
況

2

大
切
な
財
源
の

介
護
保
険
料

3

介
護
給
付
費

３
５
９
億
６
７
０
０
万
円

地
域
支
援
事
業
費

４
億
４
７
１
万
円

期
限
内
に
納
付
し
な
い
と
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高齢者数・認定者数および介護給付費等の推移
高齢者数 要介護認定者数 介護給付費等

平成24年
１～12月

火
災
・
救
急
・
救
助
の
統
計

火
災
件
数
１
５
３
件

救
急
出
場
２
万
３
１
０
１
件

救
助
出
動
１
４
９
件

本市の火災・救急・救助件数（各年１～12月）の推移
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平成24年

火災件数 救助出動件数 救急出場件数

介護保険利用状況一覧
種　　　別 平成23年度

人口※ 513,460人
65歳以上の人口※ 115,094人
認定者数※ 24,289人
介護給付費 359億6,700万円
認定者１人当たりの介護給付費 約148万1,000円
地域支援事業費 4億471万円
高齢者１人当たりの地域支援事業費 約3,500円

※は平成24年４月１日現在

　介護給付費のうちヘルパーの訪問により、生活援
助や身体介護を受ける「訪問介護」、施設などへ通い
食事や入浴などの援助を受ける「通所介護（デイサー
ビス）」などの居宅サービスが181億5,764万円。介護
を受けるため施設へ入所する施設サービスが94億
5,587万円、グループホームなどへ入居する地域密
着型サービスが63億2,271万円となっています。

　地域支援事業費のうち地域包括支援センターの運
営や高齢者の介護予防を目的とした「ふれあい・い
きいきサロン事業」などを行う包括的支援事業・任
意事業が3億5,357万円、生活機能の向上につなが
るサービスを提供する介護予防事業が5,114万円と
なっています。

介護給付費

359億6,700万円

地域支援事業費

４億471万円

居宅サービス
（訪問介護・通所
介護など）
181億5,764万円

施設サービス
　 94億5,587万円

地域密着型サービス
（高齢者グループホームなど）
　　 63億2,271万円

特定入所者介護サービス
11億4,525万円

介護予防事業費
5,114万円

包括的支援事業・任意事業費
3億5,357万円

高額介護サービス 7億3,764万円 高額医療合算介護サービス
9,681万円

審査支払手数料　5,108万円

平成23年度介護保険事業の財源構成

【地域支援事業費】

種　　別
負　担　金 保　険　料

国 県 市 40〜
64歳

65歳
以上

包括的支援事業・
任意事業費 40％ 20％ 20％

20％
介護予防事業費 25％ 12.5％ 12.5％ 30％

【介護給付費】

種　　別
負　担　金 保　険　料

国 県 市 40〜
64歳

65歳
以上

居宅等給付費 25％ 12.5％
12.5％ 30％ 20％

施設給付費 20％ 17.5％
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